
取組の経緯、作成に向けた決意
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様式１－２広島県 広島市

個別訪問で得たノウハウを地域に還元するため、「地域における避難支援の手引」を作成

市内全８区でモデル学区を設定して、重点的に個別避難計画を作成

平成 25 年

平成 28 年

令和 2 年

行政による個別訪問 《 対象：レッドゾーン、かつ、家族の支援がない人 》

平成 30 年

平成 31 年

災害対策基本法改正（要支援者名簿の作成の義務付け）

災害に備えた避難支援に関する意向調査開始

平成30年７月豪雨災害

モデル学区を設定した地域主体の取組

▪ 市町村への名簿作成の義務付け ▪ 災害時の名簿情報の提供

▪ 同意者情報の提供 ▪ 守秘義務

同意者リストを作成し、翌年度以降、避難支援等関係者に順次提供

● 同意者リストの提供すら困難、個別避難計画については言及せず。

記録的な大雨に伴う土砂災害により人的・物的被害が多数発生

● 緊急的に個別避難計画を作成し、避難の実効性を確保する必要がある。

● 個別避難計画の作成主体は本人又は地域としていたが、地域の取組には限界がある。

防災部局と福祉部局（保健師）の職員により特例的に個別訪問を実施

◉

◉

◉

◉

◉



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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様式１－２広島県 広島市

要支援者 災害危険性 家族による支援

あ り

な し あ り

地域による支援

できる できない

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

な し

自宅が災害危険区域外

在宅避難の備え

自宅が災害危険区域内

家族による支援可能

家族と避難方法を確認

自宅が災害危険区域内

家族による支援不可能

地域で支援者を確保

自宅が災害危険区域内

地域による支援不可能

行政で対応を検討

自 助 共 助 公 助

・ 要支援者の住まいの災害危険性や家族等による支援の有無を踏まえ、自助、共助、公助
を組み合わせて個別避難計画を作成（区分は下表のとおり）



令和３年度末時点での課題
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様式１－２広島県 広島市

「本人記入の個別避難計画」の様式等の設定

地域による個別避難計画の作成

介護支援専門員の参画による個別避難計画の作成公 助

< 課題 >

➢ 郵送書類が多くなり、返送率の低下が懸念されるため、事前の積極的な広報が必要となる。

➢ 個別避難計画の作成に同意、地域への情報提供に不同意の方への対応の整理が必要となる。

➢ 本人記入の個別避難計画の地域への提供範囲の整理が必要となる（計画の一部を提供or計画をそのまま提供）。

➢ 風水害の災害危険区域外居住者の整理（地震を対象として計画作成or風水害に特化して在宅避難を推奨）が必要となる。

< 課題 >

➢ 今年度の対象である要介護５の方については、当初対象者９名のうち、４名が計画作成過程又は作成後に、死亡や入院

により、対象外となったため、対象者の見直しの検討が必要となる。

➢ 対象者の見直しを行う場合、自助、共助の取組との区分けの整理が必要となる。

➢ 作成方法についての整理が必要（行政主体で作成or福祉専門職に委託or一部を委託、一部を行政）

< 課題 >

➢ 取組への意識が高い地域からモデル学区に設定しているため、後年度への負担が大きくなる可能性がある。

➢ 他の取組と重複する部分があるため、スケジュールの調整又は重複している部分について地域への説明が必要となる。

➢ 実行性のある計画とするための訓練の勧奨が必要となる。

➢ 個別避難計画作成には訪問が必要となるため、新型コロナウイルス感染症の影響を多いに受ける。

共 助

自 助



個別避難計画作成のプロセス
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様式１－２広島県 広島市

「本人記入の個別避難計画」の様式等の設定

地域による個別避難計画の作成

介護支援専門員の参画による個別避難計画の作成公 助

< プロセス > 所管課において、様式案を作成し、以下のとおり意見聴取を行い、今年７月末頃に本人へ発送予定

< プロセス > 以下の取組を実施し、令和４年３月時点で８件の個別避難計画を作成

共 助

自 助

< プロセス > 以下の取組を実施し、令和４年３月時点で１３０件の個別避難計画を作成

1 モデル学区及び対象者の選定 市 4 対象者等との調整（個別訪問等の実施） 市 + 地域
▼ ▼

2 住民勉強会（防災・福祉）の開催 市 5 避難場所及び避難支援者の確保 市 + 地域
▼ ▼

3 関係者会議の開催 市 6 個別避難計画の作成 市 + 地域

1 4

2 5

3 6

避難場所及び避難方法を調整し、個別避難計画を作成

取組の振り返りを兼ねた意見交換会介護支援専門員向けの防災研修及び意見交換会の実施

▼

▼▼

▼
介護支援専門員の同行による個別訪問市域居宅介護支援事業者協議会へ協力依頼

担当の介護支援専門員から在宅状況を調査し、対象者を選定

区分  対 象  方 法  回　数 区分  対 象  方 法  回　数 

庁　内 防災及び福祉部局の関係課（29課） メール ３回 当事者 広島市身体障害者福祉団体連合会 対面 １回

地　域 過去に計画作成に携わった人 対面 各区１回

福祉専門職 計画作成に参画した介護支援専門員 メール １回

有識者 跡見女子学園大学　鍵屋教授 オンライン ３回
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